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・学習指導要領において、「確かな学力」「健やかな体」「豊かな心」の育成が求められてい
る。また、保護者や議会からも、児童生徒の学力・体力向上、健全育成に関する要望があ
る。 
・特別支援教育において、国のガイドラインが策定され、体制及び内容の充実が図られてい
る。 
・令和２年度、ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた整備をし、学校での1人1台端末の活用
が始まった。 
・令和３年の中教審答申を受けて、文科省は、全ての子どもたちの可能性を引き出す「個別
最適な学び」と「協働的な学び」を中心とした「令和の日本型学校教育」の実現に向けて、
様々な施策を推進している。 
一方で、教職員の時間外勤務の超過が課題となっており、働き方改革が求められている。 
・令和２年のあそ野学園義務教育学校の開校を始め、義務教育学校の設置が進んでおり、
義務教育９年間を一体的に捉えた小中一貫教育を推進していく必要がある。 
・資格取得に対する支援、キャリア教育の充実、公私教育の連携等により、佐野市全体の
教育力の向上が求められている。

・児童生徒は、自ら生活習慣及び学習
習慣を確立させる。 
・保護者や地域は、子どもの将来像につ
いて話し合う。

・学力及び体力向上のための「一校一
改革・一挑戦」を充実させるとともに、
教職員の研修に努める。 
・推進ブロックごとに、実態に応じた小
中一貫教育を推進する。 
・個別の教育支援計画を作成し、具体
的な支援を行う。 
・事業所は就業体験に協力する。

・各学校が行っている学力・体力向上の
ための「一校一改革・一挑戦」を支援し、
さわやか教育指導員等を配置する。 
・教職員の指導力向上のため、学校訪問
等で指導助言を行うとともに、研修の充
実を図る。 
・各推進ブロックが取り組んでいる小中一
貫教育を支援する。 
・個別の教育支援計画の作成を支援す
る。

・学習指導要領及び令和の日本型学校教育の内容を踏まえて、各学校の学習指導及び児童・生徒
指導の状況を確認するとともに、指導主事や学校教育指導員等が学校訪問を通して指導・助言を
し、市主催の研修会を適宜実施することで、教職員の指導力向上、児童生徒の学力・体力の向上等
の推進を図った。しかし、基本事業「生きる力の育成」「小中一貫教育の推進」の各種成果指標は、向
上の傾向は見られるものの、目標値に対して未達の状態が続いている。今後も、各種調査結果を踏
まえた事業の推進が必要である。特に、英語教育に関わる新規事業を軸に、児童生徒の学力向上
につなげたい。
・さわやか教育指導員等の配置、パワーアップ研修の実施、個別の教育支援計画の作成等により、
基本事業「教育力の向上」「特別支援教育の推進」の各種成果指標も向上しており、おおむね目標値
を達成できた。今後も、現在実施している関連事業の継続と充実を図りたい。
・新型コロナウイルス感染症が５類に移行し、小中一貫教育に係る取組も元に戻りつつあるものの、
相互交流については、学校側の慎重な姿勢が見られる。児童生徒の主体的な学び、そして継続に向
けて、オンラインやデジタル教材を活用するなど、新たな取組が求められている。
・部活動地域移行推進事業は県内でも先進的な取組であり、教職員の働き方改革にも寄与してい
る。また、学校事務の共同実施との連携を図り、学校の業務負担軽減にも取り組み、教職員の時間
外勤務時間が減少傾向にある。
・令和５年６月、ランカスター市中学生交流事業の継続が難しくなったため、中学生の新たな交流先と
して、ニュージーランド・ファンガレイ市の高校２校との交渉を進めてきた。
・令和５年度の決算額は4億4442万円となり、令和４年度の決算額4億335万円に比べ、4107万円の
増額となった。その主な要因は、教育センター空調設備等改修事業費の増額、人事院勧告による給
与改定に伴い、会計年度任用職員（さわやか教育指導員等）の人件費が増額となったためである。

【令和６年度で解決する課題】
・キャリア教育推進委員会での「職業講話・体験プログラム」の策定
・部活動地域移行に係る本格実施に向けての運営体制の見直し
・ニュージーランド・ファンガレイ市への中学生派遣

【令和７年度以降にも引き継がれる課題】
①「一校一改革・一挑戦」の成果共有、学校訪問・各種研修会の工夫
②学力向上の視点を重視した小中一貫教育の推進
③かえで義務教育学校の教育課程編成の支援
④児童生徒の個別最適な学び、協働的な学びの支援と豊かな心の育
成
⑤個別の教育支援計画の作成支援、合理的配慮に関する情報提供
⑥1人1台端末の日常的・主体的な活用
⑦キャリア教育の充実
⑧資格試験等受験料助成事業に係る資格拡充に向けての調査及び
周知継続
⑨公私教育連絡協議会のさらなる活用に向けての連携体制の見直し
【令和７年度重点課題】
⑩児童生徒の英語力向上に向けた各種事業の充実
⑪教職員の負担軽減推進に向け、部活動地域移行に資する兼職兼業
や学校施設活用の課題整理と次期計画への反映

①各学校の「一校一改革・一挑戦」の成果共有、各種調査結果の分析に
基づいた、学校訪問、各種研修を実施する。
②義務教育学校及び小中一貫教育推進ブロックでの取組の成果を生か
し、学力向上の視点を重視した小中一貫教育の推進のための研修を支
援する。
③かえで義務教育学校の開校に向けて、教育課程編成に関する指導・
支援を行う。
④さわやか教育指導員等の適切な配置、研修会の工夫により、児童生
徒の児童生徒の個別最適な学び、協働的な学びを支援するとともに、豊
かな心を育成する。
⑤特別な支援を必要とする全ての児童生徒に対する、個別の教育支援
計画の作成、合理的配慮の提供を啓発・支援する。
⑥「1人1台端末の効果的な活用の指針」に基づき、研修内容や方法を工
夫して、1人1台端末の日常的・主体的な活用を図る。
⑦キャリア教育「職業講話・体験プログラム」を通して、学校と関係機関
の連携を支援し、キャリア教育の充実を図る。
⑧産業構造の変化や社会のグローバル化に着目し、企業等の求める人
材について、調査研究を行い、資格試験等受験料助成事業の充実を図
る。
⑨公私教育連絡協議会を活用して、公私の連携体制の再構築を行う。
⑩英語教育に関する各種事業の内容を充実させ、児童生徒の英語力向
上を図る。
⑪部活動の地域移行を推進し、生徒の活動機会の確保と教職員の負担
軽減の両立を図る。
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施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

学校教育課

岡本　桂馬

施策の目的
「対象」

①市立学校児童生徒 
②市立学校教職員

①
全国学力･学習状況調査平均正答率
の全国平均との比較(単年度)

点

②
新体力テストの平均得点の全国平均
との比較(単年度)

点

③
「誰に対しても思いやりの心をもって
いる」と答えた児童生徒の割合(単年
度)

％
成果指標の
取得方法

④
｢授業の内容はよく分かる｣と答えた
児童生徒の割合(単年度) ％

①
算数･数学の全国
平均との比較

社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

・校務の見直し、時間外勤務の縮減を図り、教職員の働き方改革の施策の一環として、地域部
活動推進事業について実施組織を整え、地域スポーツクラブ等との連携を段階的に進める。
・キャリア･パスポートの活用や体験活動を通じた小学生段階からのキャリア教育を、体系的にか
つ地域とのつながりを重視しながら推進する。
・葛生義務教育学校の教育課程の実施状況について随時、指導･支援を行う。
・学力向上･体力向上を図るため、各学校の｢一校一改革･一挑戦｣の成果をデジタル化して各学
校で共有する。また、学校訪問等において教職員に対する適切な指導助言を行う。
・小学校における英語の教科化等を受けて、研修会の充実をはじめとする支援体制を整える。ま
た、ＡＬＴ等を活用しての指導体制の充実を図る。
・義務教育学校における実践の成果及び小中一貫教育推進ブロックの取組を全市立学校で共
有し、各ブロックの状況に応じた特色ある小中一貫教育を推進する。
・さわやか指導員の適切な配置･活用により、学力向上･体力向上･豊かな心の育成を図る。
・特別な支援が必要な児童生徒に対する指導力向上を図るとともに、児童生徒の実態や教育的
ニーズに合った合理的配慮の提供となるよう学校･保護者に啓発していく。また、巡回相談の方
法を工夫･改善する。
・｢１人１台端末の効果的な活用に向けた指針｣に基づき、研修内容や方法を工夫して１人１台端
末の一層の活用を図る。
・生徒、学生の職業能力向上や就職機会の拡大のため、資格試験等受験料助成事業を周知す
る。
・公私教育連絡協議会を活かして合同研修や学校訪問研修等を実施し、連携を充実させる。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・総合型地域スポーツクラブへの委託により、休日の部活動の半分について２校が、陸上競技では8校が地域移行を開始した。全
校、全種目の地域移行を推進する運営体制を整備するため、部活動地域移行推進計画を策定した。（部活動地域移行推進事業）
・キャリア教育推進委員会で「職業講話・体験プログラム」を検討し、新たに10種類のプログラムを各学校に情報提供し、各学校の
キャリア教育の充実につなげることができた。（キャリア教育推進事業）
・葛生義務教育学校が開校し、教育課程の実施状況を確認し、指導・助言を行った。（小中一貫教育推進事業）
・各学校の｢一校一改革･一挑戦｣の成果のデジタル化、全校１回以上の授業研究会での指導助言等、前年度の反省を踏まえ、各
学校の教育活動の充実に取り組んだ。（学校教育指導計画作成事業）
・外国語研究指定校の発表会開催、授業力向上研修やＡＬＴ研修の内容改善により、英語に係る教員の指導力向上に取り組ん
だ。（佐野日本大学短期大学英語教育連携事業他）
・小中一貫教育推進ブロックの取組をまとめ、情報の共有を図ったが、その内容に充実の余地はある。（小中一貫教育推進事業）
・学校訪問や校長からの意見具申に基づいて、さわやか教育指導員の適切な配置、研修の充実等に取り組んだ。（さわやか教育
指導員配置事業他）
・個別の教育支援計画の作成について、特別支援教育コーディネータ連絡会議や巡回相談で指導助言を行うとともに、提供して
いる合理的配慮を把握するための調査を実施し実態を把握した。（巡回相談事業・スクーリングサポート事業）
・１人１台端末を始めとするICTの活用、管理に関する研修を年間１３回実施するとともに、優れたICT活用事例の紹介を行った。
（教職員の指導力向上事業）
・事業について広く周知されたことにより、前年度の申請件数１７２件を上回る２１６件の申請があり、活用が拡大された。（資格試
験受験等料助成事業）
・公私教育連絡協議会においてキャリア教育の実施方法を検討し、小学校５年生を対象に各校で実施した。（公私教育連絡協議
会推進事業）

【施策・基本事業の成果指標達成状況】
・学校訪問や各種研修会の改善により、教員の授業力向上に取り組み、「全国学力･学習状況調査平均正答率の全国平均との比
較」は1.5点向上したが、目標値に届かなかった。（佐野日本大学短期大学英語教育連携事業他）
・各学校の｢一校一改革･一挑戦｣での体力向上の推進、パワーアップ研修の内容改善に取り組んだが、「新体力テストの平均得
点の全国平均との比較」は現状維持となり、目標値に届かなかった。（教職員の指導力向上事業他）
・「心のさのし合言葉」の周知、さわやか教育指導員の適切な配置等により、心の教育を推進し、「誰に対しても思いやりの心を
もっていると答えた児童生徒の割合」は0.3点向上したが、目標値に届かなかった。（心の教育推進事業他）
・さわやか教育指導員の研修充実等により、個別最適な学びの支援を工夫し、｢授業の内容はよく分かる｣と答えた児童生徒の割
合は83.0%と、昨年度同様の実績値となり、目標値を上回った。（さわやか教育指導員配置事業他）

成果
指標

一部未達成

全て未達成

④ ④

施
策

実績 実績

全て達成

一部未達成

全て未達成

３．施策の目標達成度評価
令和５年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

目標 目標

実績 実績

目標 目標

実績 76.0 73.5 実績

目標 80.0 82.0 84.0 86.0 目標

実績 67.0 61.0 実績 93.0 96.8

目標 94.0 95.0 96.0 97.0 目標 85.0 90.0 95.0 100.0

実績 84.0 87.5 実績

目標 85.0 90.0 95.0 100.0 目標

実績 35.0 40.5 実績 71.0 75.6

目標 52.0 54.0 56.0 58.0 目標 70.0 80.0 90.0 100.0

実績 -0.9 -0.9 実績 100.0 100.0

目標 0.0 0.2 0.4 0.6 目標 100.0 100.0 100.0 100.0

点 ①
個別最適な学びを
している児童生徒

％
実績 -4.3 -1.8 実績 83.0 84.0

R6 R7

目標 0.0 0.2 0.4 0.6 目標 77.0 78.0 79.0 80.0

実績 83.0 83.0 児童生徒への意識調査

基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5

全国学力･学習状況調査

実績 90.4 90.7 新体力テスト

目標 77.0 78.0 79.0 80.0 児童生徒への意識調査

実績 -0.3 -0.3

目標 90.5 91.0 91.5 92.0

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7

目標 0.2 0.4 0.6 0.8①児童生徒が、「確かな学力」「健やかな体」「豊
かな心」をしっかりと身に付ける。 
②教職員が研修を重ね、時代の変化に対応でき
る指導力を身に付ける。

実績 -2.6 -1.1

目標 1.6 1.7 1.8 1.9

施策関係課 教育総務課、学校管理課、教育センター、生涯学習課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 R4 R5 R6 R7

成果指標
設定の考え方

①②全国学力･学習状況調査や新体力テストに
おける本市の結果を全国と比較することによっ
て学力及び体力の状況について把握でき、更な
る成果向上につながると考え、指標として採用
した。 
③児童生徒を対象とした「豊かな心」に関するア
ンケートの分析によって成果や課題が明確にな
り、豊かな心の育成の取組を充実できると考
え、指標として採用した。 
④児童生徒の学力向上・体力向上・心の教育の
推進のためには、教職員が研修を通して指導
力を高めていく必要があると考え、指標として採
用した。施策の目的

「意図」

児童生徒数(累計) 人 7,967 7,816

教職員数(累計) 人 656 614

基本目標名 4 豊かな心を育み、学び合うまちづくり
政策名 1 豊かな心と確かな学力を育むまちづくり
施策名 1 特色ある教育と心の教育の推進

令和６年度施策・基本事業マネジメントシート（令和５年度実績に基づく評価） 作成日 令和 6 年 7 月 30 日


